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船橋市住生活基本計画改定イメージ（案）





［基本理念]














[基本目標]
































[基本的な施策]











基本理念・目標











［人口・地域事情］


・人口は62万人を突破し、しばらくは微増が続くものの今後減少が見込まれています。


・高齢化が進んでおり、特に老年人口は10年前の1.5倍、4人に1人は65歳以上という状況です。また、団塊世代が75歳以上の後期高齢者となる2040年問題への対応が求められています。


・高齢者世帯や低額所得者が増加しています。


・児童数がピーク時の約6割となり、2000年を境に年少人口が老年人口を下回る少子高齢化が進んでいます。


・東京都への通勤通学者は約11万人います。





[住宅事情]


・世帯数に対しての住宅数は1.12倍で、平成10年を境にストック量は減少傾向にありますが、住宅ストック量は充足しています。また、市内の大規模な工場跡地などへの宅地開発が見込まれています。


・空き家率は1０.３％と千葉県や全国と比べると低い値です。


・船橋市ではマンションの占める割合が高く、マンション数は1100棟以上、6万戸を超える分譲マンションがあります。市内の世帯数が約27万世帯であることからもマンションが重要な居住形態であるといえます。


・千葉県、全国と比べると居住面積は狭く、家賃水準は高い状況にあります。


・最低居住面積水準の割合が10年前の5.2％と比べ、11.7％と割合が高くなっています。


・誘導居住面積水準未満の割合が、高齢者世帯が2～3割なのに対し、子育て世帯では6割強と高くなっています。また、子供の年齢が高いほど水準未満の割合が高くなる傾向があります。


・千葉県、全国と比べると持家率は59.1％と低い状況にあります。


・高齢者設備がない住宅は46.6％と依然千葉県や全国に比べ、低い水準にありますが、10年前と比べ14.2ポイント改善されています。





[市民の住意識]


・現在の住宅に対する満足度は「満足している」「まあまあ満足している」が約4分の3を占めています。また、住宅及び居住環境に対する総合的な評価に関して、不満と考える割合（不満率：「非常に不満」または「多少不満」を選択した世帯の割合）は継続して減少しており、昭和58年の38.4％から平成25年の22.1％になっています。


・住宅及び居住環境に関して最も重要と思う項目は東日本大震災の影響から「地震時の住宅の安全性」が第1位、次いで「治安、犯罪発生の防止」が挙げられています。平成15年と平成20年で第1位だった「住宅の広さや間取り」は第3位という結果になりました。





[分譲マンションの実態]


・市内には築40年を超える分譲マンションが約300棟あり、マンション全体の4分の1を占めています。これらのマンションは大規模修繕や建替えの時期を迎えているほか、居住者の高齢化による管理組合の担い手不足等があり、分譲マンションが抱える問題等も多様化しています。















































船橋市の現状








子育てに対応した住まいづくり


子育て世帯の誘導居住面積水準は、水準未満の世帯の割合の6割と高く、子育て世帯が快適に暮らせるような住まいづくりが必要です。





高齢化社会に対応した住まいづくり


4人に1人が65歳以上となり、この10年で高齢化が加速的に進んでいます。今後更に高齢化が深刻になることが予測されています。





住宅ストック量の適正な管理


現在人口は微増を続けていますが、今後の人口減少予測に対応した管理が必要になります。





住宅ストックの質の向上


今後人口の減少が起こることで、住宅は供給過多になることが予測されます。そのため、安易に供給量を増やすのではなく、既存ストックの質を向上させ、有効活用していくことが求められます。





マンションの適切な管理


市内の世帯数の約4分の1がマンションであることからも、船橋市におけるマンションの位置づけは極めて重要です。市内のマンション4分の1は築40年を超えおり、今後のマンションの管理は極めて重要なものとなります。





住宅セーフティネットの構築


社会情勢の変化により、低額所得者が増加しており、高齢者世帯数の増加も予測されることから、住宅確保要配慮者への対応が迫られています。今後さらなる状況変化に対応するためにも住宅確保要配慮者の実態把握と共に、支援体制の仕組みづくりが必要となっています。





安心安全で快適な居住環境の形成


東日本大震災以後市民の意識に変化があり、地震時の住宅の安全性を重要視する傾向があります。治安に対する不安を挙げる声も多いことから、居住環境の整備が必要といえます。





環境への取り組み


住み続けられる住宅を考えるうえでも、環境への配慮は欠かせない問題です。自然エネルギーの利用や断熱性の高い素材を使用するなど適切な水準を確保するとともに、建物の外観や敷地内の緑化など景観への配慮も必要となります。





現状に対する問題と課題














［環境保全について］


・環境に配慮した住まいづくりは全国的な課題となっています。省エネ法に基づく住宅の省エネルギー性能の向上や、自然エネルギーの有効活用等、環境への配慮は一層必要となります。
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